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あいさつ

釜石市長 小野 共



意見交換

地方創生に向けた取組状況について

（進行：小野釜石市長）
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復旧・復興事業は着実に進展、2023年3月で復興事業は全て完了
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自立再建宅地の整備

○市街地部

⚫土地所有者を対象として、区画整理事業
や津波復興拠点整備事業を導入し、宅地
整備を実施

⚫5地区において、1,237区画を整備

⚫画像は鵜住居地区における区画整理事業
の実施状況

○漁村部

⚫防潮堤背後地に居住していた方々を対象と
して、防災集団移転促進事業及び漁業集
落防災機能強化事業を導入し、高台移転
を実施

⚫13地区において、213区画を整備

⚫画像は両石地区における高台移転事業の
実施状況（約15mのかさ上げ）
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復興公営住宅（災害公営住宅）の整備

荒川地区（8戸）

○市街地部

⚫土地の制約上、主に高層階の集合住宅を整備
（※漁村部も併せ1,128戸整備）

⚫当該住宅は、市内各地から被災者が入居するた
め、新たなコミュニティ形成が必要

⚫基本的に市でお膳立てして、自治会を設立し、
緩やかな見守りを実施

⚫加えて、将来の孤立防止を目的として、高齢者
世帯は低層階、エレベーター近辺に入居

東部地区大町４号（41戸）

○漁村部

⚫主に一戸建て住宅を整備（※市街地部も含め
188戸整備）

⚫設計や仕様等は、漁村部の住民（漁師等）の
意見を取り入れて実施

⚫将来的に空き部屋になることを回避するため、入
居者に払下げを検討

荒川地区（8戸）
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中心市街地における多重防御のまちづくり

中番庫地区へのアクセス道

新魚市場

魚のにぎわい機能
フロントプロジェクト3

避難路(横軸)

商業とにぎわいの拠点
フロントプロジェクト1

グリーンベルト
標高8m

水門
標高6.1m

防潮堤かさ上げ
標高6.1m

大町・只越町のかさ上げ

新市庁舎
フロントプロジェクト2

避難路(縦軸)

湾口防波堤の復旧

浜町・東前町のかさ上げ
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フロントプロジェクト１の整備状況

イオンタウン釜石

大町復興公営住宅４号棟
平成28年10月供用開始

タウンポート大町
平成26年12月オープン

大町広場
平成27年７月供用開始

釜石市民ホール
平成29年12月８日開館釜石大町駐車場

平成26年３月供用開始

公共施設と商業施設の効果的な配置により、商業とにぎわいの拠点となる新しい市街地の顔をつくり、周辺への投資を誘
発させるプロジェクト

釜石漁火酒場かまりば

平成29年1月オープン

平成27年12月供用開始

釜石情報交流センター

平成27年12月供用開始

大町復興公営住宅５号棟
平成29年3月供用開始
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フロントプロジェクト２の取組状況

• 東日本大震災で被災し、孤立した庁舎(第1庁舎は昭和29年の建設)を整備
• 場所は、現在よりも地盤が高い廃校となった小学校の跡地
• 『復興のシンボルとして釜石らしいまちづくりの拠点となる庁舎』を基本理念とし、令和7年度の完成を目指している
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フロントプロジェクト3 ～平成31年4月13日魚河岸テラス オープン～

• 釡石市臨海部周辺のにぎわい創出の拠点として「魚のまち釡石」を発信していく施設
• ２階飲食店では、広々とした自然に工業港が溶け込んだ釡石湾の景色を一望しながら地元の食材を使った食事を楽
しむことができる
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発災後～これまでのまちづくり

ハード復旧
なりわい・くらし再生

持続可能性への挑戦

応急・前期 H23～25

被災状況に応じた

復旧・復興

中期 H26～28

希望や可能性を

追求した復興

後期 H29～R2

次世代に誇りうる取り組みにより、

地域の新たな自立を目指す

R3～12

一人ひとりが学びあい

世界とつながり未来を創るまち

復興まちづくり基本計画 第六次総合計画

発
災



page. 13

戦略の基本的な考え方：復興プロセスで得た最大の資産「つながり」を生かすまちづくり

つながり人口（関係人口）Connected Population

活動人口 Active Population

観光客以上、移住者未満に関わりを有する人材・企業

コミュニティ活動・経済活動へ積極的に参画する市民

• 現在、1年間に80万人もの日本人人口が減少している中、地方都市においては人口減少に歯止めがかからない状況

• 人口減少の各種緩和策を打ちながらも、人口が減少したことによって「まちの活力」が失われないように、つながり人口と活

動人口との還流により新たなプロジェクトを創発していくことで、活力のあるまちづくりを目指す

• 地方創生の文脈でも新たなつながり人口の創出に向けて取り組んでいく
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取組状況：ワーケーションの推進

• 2020年5月、日本能率協会マネジメントセンターと「ワーケーション事業の実施を通じた地方創生及び働き方改革の推進」

に関する包括連携協定を締結

• 企業からの研修型の受入れを中心に、釜石でしかできない「研修」「体験プログラム」を提供

• 2021年10月にワーケーション事業に関する包括連携協定を4者で締結

• 同年、市内中心部に拠点施設として「ねまるポート」をオープン

• 参加者の宿泊費や飲食費といった地域消費額を生み出すとともに、プログラム満足度は95％を超えるなど相応の成果

• 都市部の企業や大学とのパートナーシップの構築により、ワーケーションやインターン等で多くの社会人や学生が当市を訪れて

おり、「学びの場」としての関心が高まっている

戦略策定 / 地元産業マッチング
/ 情報発信

施設運営 / プログラム運営企画
宿泊飲食マッチング

不動産ノウハウ提供 / 企業マッチング
マーケティング支援

ワークプレイス整備のノウハウ提供
構想策定支援
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取組状況：ワーケーションの推進

• 市内中心部にテレワーク環境の整った新たな施設整備を計画。2023年度に設計、2024年度に施設整備を行い、2025

年度の開業を予定

• つながり人口の創出や、地域経済の活性化、テレワークによる「転職なき移住」の実現を目指す
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取組状況：まちの人事部事業（令和3年度～令和5年度）

• 地域をひとつの大きな企業体と捉え、地域の『人材ニーズ』を集約し、地域課題の解決、地場企業の成長を促進する人材

採用及びマネジメントを包括的に行う機能の構築を目指すもの（デジタル田園都市国家構想交付金（地方創生推進タイ

プ）を活用）

• 市内の企業における人材獲得は、生産年齢人口の減少、給与等の待遇向上の流れといった要因で熾烈な競争になっていく

ことが予想され、通年雇用の採用は厳しい状況になる可能性

• より人材ニーズを細分化、プロジェクトベースにして通年雇用ではない人材採用、活用を模索していく必要

• 生産年齢人口の還流によって、担い手不足や専門人材不足による課題改善を促し、地域の活力の維持を図るとともに、潜

在的な移住者・定住者を増やし、当市を支えるつながり(関係)人口を増やす

• 外部人材を活用した地場企業支援の推進
• 兼業・複業・プロボノ人材のマッチング
• 『起業型地域おこし協力隊』の管理・マネジメ

ント

㈱パソナ東北創生
～人材派遣や事業者支援のノウハウ～

• 釜援隊(復興支援員)時代に培ったノウハウを
生かし、外部人材を活用した地域課題解決
の推進

• 『担い手型地域おこし協力隊』の管理・マネジ
メント

釜石リージョナルコーディネーター
～社会課題解決のノウハウ～

釜石市役所
～総合的なワンストップ窓口～

• 庁内における施策間連携の調整
• 『行政型地域おこし協力隊』の管理・マネジメ

ント
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取組状況：地域おこし協力隊の活動事例

自分の人生を全うする地方移住（総務省広報誌令和5年12月号に掲載）
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取組状況：釜石コンパス～次世代を担う高校生向けキャリア教育～

• 高校生が人生のセンパイである地域内外の大人から、生き方や働き方を学ぶプログラム

• 多様な大人たちとの出会いや交流が、これからの進路選択のヒントやきっかけになれば…との想い

• 講師の大人たちを「きっかけさん」と呼び、高校生が自分らしい一歩を踏み出すためのプログラムを提供

• 平成27年度から令和4年度末までに51回開催、生徒6,586人、きっかけさん932人が参加

• 87.4％の高校生が「進路や将来への意識の変化があった」、54.4％が「進路や将来への行動の変化があった」と回答
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取組状況：釜石コンパス～次世代を担う高校生向けキャリア教育～
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取組状況：テレワークの推進（令和4年度～令和5年度）

• 若年女性の働き方が多様化、結婚・出産・子育てを経ても“働き続ける” ことは当たり前の時代に
• しかし、非正規雇用が約50％、女性が働く環境について約25％が不満をもつなど、若年女性の定着・回帰への影響懸念
• 女性が自分らしく働ける地域社会の実現の必要性、働き方の選択肢を増やす
• テレワークは、自分の目標、ライフスタイルや特性に合わせて時間や場所にとらわれずに仕事ができることから、子育てと仕事の
両立にマッチ

• テレワークにより子育てと仕事を両立するモデル人材を育成するためにテレワーカー育成プログラムを実施
• 令和4年度は16名、令和5年度は11名が参加、受講終了後に8名がテレワーカーとして登録
• ロールモデルに関する情報発信などにより「移住(転出)なき転職(就業)」の推進を目指す

市内の空き店舗をリノベーションした活動拠点
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取組状況：令和2年度以降の市独自の子育て支援対策

• 出産や子育てに関する経済的負担を軽減し、安心して子育てできる体制を構築するための支援策を実施してきたところ
• 令和2年度から3歳から5歳児の副食費を無償化
• 令和3年度から妊娠時に3万円の一律給付（妊婦応援給付金）と、市外医療機関での健康診断や出産に要した交通費
を支給（妊産婦健康診査等アクセス支援助成金）

• 令和4年度から妊産婦と子どもの医療費助成の所得制限の撤廃及び受給者負担の無償化
• 令和5年度から妊娠、出生後にそれぞれ5万円、合計10万円を給付（出産・子育て応援給付金）、第3子以降の児童・
生徒の給食費の無償化

妊産婦及び子どもの医療費助成
出産・子育て応援給付金
ホッとカードの利用対象事業拡充
3歳から5歳児の副食費無償化
第2子以降の3歳児未満の保育料の無償化

妊婦応援給付金
妊産婦健康診査等アクセス支援助成金
妊産婦家事支援サービス

市内小中学校に就学している第3子以降
の児童・生徒の給食費無償化

中学生

小学生

乳幼児

妊婦・出産
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地方創生に関連した企業との連携協定

年月 パートナー企業 内容

2016.02 株式会社岩手銀行 地方創生に関する連携協定

2016.06 株式会社日立製作所、一般社団法人新興事業創出機構 地域の活性化に向けた取組に関する協定

2016.06 UBSグループ
「オープンシティ」実現のための多様性ある持続可能なまちづくりの
推進に向けた協働宣言

2016.01 Airbnb 観光促進に関する覚書

2017.08 慶應義塾大学SFC 地方創生に関する連携協力協定

2017.12 株式会社LIFULL、楽天LIFULL STAY株式会社 空き家の利活用を通じた地域活性化連携協定

2018.04 楽天株式会社 包括連携協定

2018.06 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 地方創生・SDGsに関する連携協定

2020.05 株式会社日本能率協会マネジメントセンター
包括連携協定（ワーケーション事業の実施を通じた地方創生及
び働き方改革の推進）

2020.07 ソフトバンク株式会社 地方創生に関する連携協定

2021.10
日鉄興和不動産株式会社、株式会社オカムラ、
株式会社かまいしDMC

ワーケーション事業の推進に関する包括連携協定

2022.01 独立行政法人国際協力機構(JICA)東北センター
連携覚書（開発途上地域に対する国際協力の推進、国際協
力を通じた釜石市の振興）

2022.02 株式会社LIFULL 子育てと仕事を両立させたママの働き方創出に向けた連携協定
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企業版ふるさと納税（令和3年度～）の状況

企業名 寄附金額 寄附活用事業

東武トップツアーズ㈱ 3,000,000 あらゆる人材が活躍できる地域社会づくり事業

㈱エネクスライフサービス 1,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

トヨタカローラ岩手㈱ 3,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈱パソナ 10,000,000 あらゆる人材が活躍できる地域社会づくり事業

㈱オヤマ 10,000,000 あらゆる人材が活躍できる地域社会づくり事業

㈱日本能率協会マネジメントセンター 1,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈱事務機商事 100,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

新日本設計㈱ 100,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈱オカムラ 100,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

日鉄興和不動産㈱ 100,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈲毎日元気 10,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

トヨタカローラ岩手㈱ 3,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈱日本能率協会マネジメントセンター 1,000,000 外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業

㈱オヤマ 10,000,000 あらゆる人材が活躍できる地域社会づくり事業

※ この他、非公開の企業あり

• 企業版ふるさと納税は、地方公共団体が実施する地方創生事業に対して、企業が寄附を行った場合に税額控除を受けられる制度

• 市は、この制度を活用して企業・法人の皆様からの寄附を募り、「第2期釜石市オープンシティ戦略」に掲げる取組を推進

• 釜石市が取り組む地方創生事業は、①人材を還流させるまちの人事部機能構築事業、②ライフステージに応じた少子化対策・子育て

支援事業、③外貨の獲得や経済の地域内循環を促進させる事業、④あらゆる人材が活躍できる地域社会づくり事業、⑤官民共創によ

るオープンイノベーション推進事業
これまでの寄附実績
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人口の推移

出所：
国勢調査より作成（1920～2020年）
住民基本台帳より作成（釜石市・1963年）
総務省統計局より作成（日本・1963年）
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釜石市および日本の人口推移（1920-2020）

釜石市人口 日本人口

• 1963年（昭和38年）の92,123人をピークに、急激な人口減少が進行

• 背景としては、鉄鋼業の合理化・縮小、就業の場を求めた首都圏・都市部への人口流出、大学進学率の上昇、日本全体で低下する合

計特殊出生率、東日本大震災による地域課題の顕在化など、複合的要因が考えられる

• 2023年12月末現在の人口29,915人は100年前を下回っており、国全体で急激な人口減少・少子高齢化が進行する中で、釜石らし

い持続可能なまちづくりのあり方を探求していくことが求められている
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将来推計人口

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）」

• 2050年人口は16,363人で、2020年比で49%減少（ほぼ半減）八幡平市の52.8%に次ぐ県内14市中2番目の減少率

• 2050年の高齢化率は49.9%

• 出生数に大きな影響がある若年女性（20～39歳）は、2020年の2,307人から2050年には881人に減少

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

65歳以上 12,833 11,786 11,049 10,347 9,691 8,975 8,173

15~64歳 16,295 14,785 13,141 11,388 9,721 8,292 7,128

0~14歳 2,950 2,396 1,941 1,687 1,496 1,287 1,062

2,950 2,396 1,941 1,687 1,496 1,287 1,062 

16,295 
14,785 

13,141 
11,388 

9,721 
8,292 

7,128 

12,833 

11,786 

11,049 

10,347 

9,691 

8,975 

8,173 

32,078

28,967

26,131

23,422

20,908

18,554

16,363
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第2期オープンシティ戦略の振り返り

• 釜石市オープンシティ戦略(2015～2019年度)では、地域内外の「つながり」を育み、人口減少の緩和を図るとともに、活力あるまちづくり

の実現を目指し、官民連携を推進する過程で様々なプロジェクトが生まれた

• 第２期オープンシティ戦略(2020～2024年度)では、市の行財政運営の最高指針である第六次総合計画の策定が並行して進捗して

いたことを踏まえ、総花的に施策を記載することはせず、選択と集中によって芽の出てきた取組を強化しながら、国や社会の動向を注視し、

多様な主体と連携しながら、人口減少対策と先を見据えた取組を推進してきた

• 人口ビジョンで展望した2040年時点で27,000人程度の人口規模は困難であり、復興事業の完了に伴い、今後も人口減少・少子化が

進展していくものと考えられる

戦略（2020～2024年度）に定めたKPIの状況

a.社会減数

b.出生数

c.観光客入込数

e.大切な人を地域に呼び込

みたいと考える市民の割合

d.一人あたり市民所得
戦略期間内に3,100千円を目指す

（2016年は2,960千円・県下4位）

戦略期間内に、84.85万人を維持す

る（2018年は51.6万人）

戦略期間内に、出生数170人を維持

する（2018年は179人）

戦略期間内に、社会減数をマイナス

107人以下に抑える（2018年はマイ

ナス356人）

戦略期間内に、40％以上を目指す

（2018年調査では約31％）

2020 2021 2022 2023

-276 -302 －180 資料：市民課

135 140 117 資料：市民課

51.2 49.0 59.8
資料：㈱かまいしDMC「釜石市観光
来訪調査」

2,801 2,697 資料：岩手県市町村民経済計算

- - - 39.9 資料：総合政策課「市民意向調査」
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地方創生＝釜石に暮らす/関わる可能性を最大化するエコシステムを構築すること

個人に対する交流・移住・起業の機会提供
（ミートアップ/インターン/UIターン）

地域内

企業・大学とパートナシップ（一部抜粋）

外部人材・
UIターン

地元

フレキシブルワーク推進コミュニティデザイン（釜石〇〇会議）

次世代育成（釜石コンパス）

機会
提供

実証
CSR・CSV

関わり・
移住・起業

機会
提供

ワークライフ
バランス

労働力
の提供

機会提供

コミュニティへの
愛着・貢献

人生経験
の共有

コミュニティへの
愛着・貢献

UBSグループ 日立製作所・
JEBDA

Airbnb 慶應大学SFC

地域おこし協力隊

課題と希望
の共有

専門性・熱意
による地域支援

地域外

ワーケーション・企業研修複業・兼業・プロボノ

ママさんテレワーク

終了
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釜石市オープンシティ戦略の改訂

• 現在、人口減少社会を迎え、地方の過疎化や地域産業の衰退などが大きな課題となっている
• 近年、テレワークの普及や若年層の地方移住への関心が高まるなど、社会情勢は大きく変化。また、デジタル技術は急速
に進歩し、人々の生活に広く活用される段階に移行しつつある。今こそ、これまでの地方創生の取組にデジタルの力を活用
して加速させ、デジタル田園都市国家構想が掲げる「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す絶好の機
会

• 国と地方は役割を分担しながら、東京圏への過度な一極集中を是正して多極化を図り、地方の社会課題解決を成長の
原動力とし、地方から全国へとボトムアップにつなげる

• デジタル田園都市国家構想総合戦略は、デジタル田園都市国家構想を実現するために、各府省庁の施策を充実・強化
し、施策ごとに2023年度から2027年度までの5か年のKPI（重要業績評価指標）とロードマップ（工程表）を位置づ
けたもの

• 当市も、地域が抱える社会課題などを踏まえて、地域の個性や魅力を生かす地域ビジョンを掲げた「地方版総合戦略」を
策定（2025年度の予定）
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地方創生＝釜石に暮らす/関わる可能性を最大化するエコシステムを構築すること

顕在化する地域社会の「課題」を、多様な人材・企業が関わることのできる「余白」に

地域交通のリ・デザイン 遠隔医療 こども政策

地方創生テレワーク 教育DX 観光DX

MaaS等のデジタル技術の活用等により、持続

可能で利便性の高い地域公共交通ネットワー

クを再構築

住民に身近な場所を活用したオンライン診療や

服薬指導を推進

居住地に関わらず、切れ目のない医療と母子

保健サービスが受けられる環境の実現を目指す

活力ある地域づくりにつながる地方創生テレワー

クの導入・定着、「転職なき移住」を推進

地域独自の学習コンテンツの開発、オンラインに

よる学校間交流・教育活動の実施などの教育

DXを推進

誘客を促進するため、受入環境の整備ととも

に、移動や購買データ等の高度活用など観光D

Xを進めます

自動運転バスの
運行

医療機器装備の
移動診察車

保健師等との
オンライン相談

空き蔵を活用し
たサテライトオフィ
スの整備

オンラインによる
遠隔合同授業

アプリを活用した
混雑回避・人流
分散
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第六次釜石市総合計画によるまちづくり

• 当市の行財政運営の最高指針として、基本構想に定められた将来展望及びそれを達成するための基本目標を具体化
するため、各分野における具体的施策を総合的かつ体系的に明らかにするもの

• 計画期間は令和3(2021)年度から12(2030)年度

目指す釜石の将来像

10年後のまちのあるべき状態を表す将来像

一人ひとりが学びあい 世界とつながり未来を創るまちかまいし

10年後のまちのあるべき姿を実現するための姿勢を表す将来像

～多様性を認めあいながら トライし続ける不屈のまち～

⚫ 東日本大震災からの復興やラグビーワールドカップ 2019™ 日
本大会岩手・釜石開催のプロセスにおいて、日本中・世界中と
のつながりを育む機会に恵まれた。これらを生かし、更に新たな
世界を広げることで、一人ひとりの可能性、地域の可能性を広
げ、希望が連鎖し、活力にあふれる未来を創り続ける

⚫ 将来像に掲げる「学ぶ」とは、「力を新たに身につけ、新たな世界
を広げること」。一人ひとりが学びを通じて成長する喜びを感じ、
学びあうことによってより多くの心に火を灯し、やがて地域全体に
広がることで、学ぶこと即ち「新たな世界を広げること」の幸せを
実感できる地域の構築を目指す

⚫ 様々な人、様々な生き方や働き方を尊重し、多様な価値観を
認め合うこと、様々なことに挑戦し、決してあきらめないことを市
民の基本姿勢としながら、時代の変化にしなやかに対応し、「一
人ひとりが学びあい 世界とつながり未来を創るまちかまいし」の
実現に向け、全市民参加で取り組んでいく
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第六次釜石市総合計画によるまちづくり

• 基本構想を推進し、将来像を実現していくためには、少子高齢化と人口減少、市民ニーズの多様化、厳しい財政状況な
どを踏まえながら、取組を進めていく必要

• このため、第六次釜石市総合計画においては、市民と行政による協働のまちづくりを進めるとともに、相乗効果を生む多様
な連携と交流の推進を図り、徹底した行財政改革を進め、社会情勢や経済状況の変化に対応できるまちづくりに努める

⚫ 全ての人がまちづくりに参画し、希望にあふれたまちを目指すため、これま
で築いてきた各地区応援センター及び地域会議を中心に、自助・共助・
公助による地域づくりを一層推進。また、行政、企業、職能団体、ＮＰ
Ｏ、市民団体等多様な主体がそれぞれの価値観・役割に応じて、テクノ
ロジー等も活用しながら、まちについてともに考え、ともに活動する環境の
構築を目指す

全市民参加でつくるまち
～協働によるまちづくりの推進～

多様な連携と交流によるまち
～地方創生・多文化共生・広域連携の推進～

効率的・安定的な行財政運営ができるまち
～行財政改革の推進～

⚫ 釜石市オープンシティ戦略の基本理念である「市民一人ひとりが役割を
持つ、真に開かれたまち」の実現に向け、市内外の多様な人々とのつな
がりにより新たな事業機会やコミュニティが育まれ、希望が連鎖し、活力に
つながる地域社会の形成を目指す

⚫ 異なる考えや意見に寛容で、かつ変化や困難を受容する再起力の高い
開かれた社会の構築を目指すとともに、東日本大震災後大きく進展した
交通ネットワークや多様なつながりを生かし、周辺自治体をはじめ様々な
連携により、三陸の交流拠点として地域の魅力を高める取組を推進

⚫ 一層厳しくなる財政状況を踏まえ、実施する事業をより慎重に選択する
ほか、既存施設の有効活用や、必要性を見極めた施設の統廃合を進
める。また、多様化、複雑化する市民ニーズや変わりゆく時代に対応する
ため、新市庁舎を整備し、先端技術やテクノロジーの活用等による業務
改善に努め、戦略的な行政運営の下、組織全体の生産性を向上させ
ていく
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デジタル田園都市国家構想交付金の活用

地方の社会課題解決や魅力向上の取組を深化・加速化する観点から、地方公共団体が策定した地方版総合戦略に位
置付けられ、地域再生計画に記載された地方創生に資する取組を支援

＜地方創生推進タイプ＞
• 自立性、官民協働、地域間連携、政策間連携、デジタル社会の形成へ
の寄与等の要素を有する取組

• 東京圏からのUIJターンの促進及び地方の担い手不足対策
• 対象事業は、観光振興、移住促進、ローカルイノベーション、地方創生人
材の確保・育成、ワークライフバランスの実現、商店街活性化等

令和6年度に交付申請した事業は次のとおり（新規2件・継続2件）



申請者 岩手県釜石市 初回採択回 令和６年度第１回募集

事業計画期間 R６～R８年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR6年度事業費）

45,000千円（15,000千円）

事業タイプ・類型 地方創生推進タイプ・横展開型 事業分野（詳細）
移住促進・地方創生人材の確保・
育成等の人材分野

目的（効果）

東京大学をはじめとする圏域内外の高等教育機関等との連携を図りながら、市全体が学びの場となる「釜石オー
プン・フィールド・カレッジ」を構築し、様々な学びの場を創出することで、当市の未来を担う人材の育成や、あらゆる
ライフステージに応じた学びの場の提供に加え、地域外の大学生や社会人を呼び込むことで、新たな「つながり」を創
出し、持続的な交流人口の増加を図るもの。

事業概要・
主な経費

①釜石オープン・フィールド・カレッジ計画策定
・コンセプト策定委託料 1,000千円
②釜石オープン・フィールド・カレッジ運営体制強化
・地域コーディネーター育成研修経費、協議会の運営経費、専門
家誘致経費等 1,000千円
③持続可能な地域づくりモニタリング
・観光来訪調査、教育意識調査等 2,500千円
④フィールドスタディプログラムの造成
・各種体験プログラムの造成、圏域内外の大学と連携した授業プロ
グラム構築、共同イベントの構築等 4,000千円
⑤釜石オープン・フィールド・カレッジプロモーション
・ウェブサイト構築、プラットフォーム構築経費等 6,500千円

KPI

①地域へのUIJターン数（当該年度目標値５人）
②プログラム活用者数（当該年度目標値10人）
③プラットフォーム登録者数（当該年度目標値50人）
④再訪希望者数（当該年度目標値45人）

関連
URL

https://www.city.kamaishi.iwate.
jp/

新規事業概要【釜石オープン・フィールド・カレッジ推進事業】



事業概要【新たな地域水産物を活用した「さかなのまち釜石」活性化事業】

申請者 岩手県釜石市 初回採択回 令和６年度第１回募集

事業計画期間 令和６～８年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR6年度事業費）

34,701千円（11,567千円）

事業タイプ・類型 地方創生推進タイプ・横展開型 事業分野（詳細） 農林水産（しごと創生）

目的（効果）
①海面魚類養殖に取り組む新規経営体の創出などに取り組み、雇用の受け皿の確保を目指す。
②若者がまちの魅力を再認識することで、地元への若者の地元就職率の向上を図り、人口流出に歯止めをかける。

事業概要・
主な経費

〇ブランド化に向けたPR委託費 4,000千円
・観光による集客可能性のセミナー
・商品開発・磨き上げ（ワークショップ形式）
・サクラマスフェア開催

〇サクラマス種苗開発及び新規経営体への指導・監督
・飼育池維持費 1,250千円
・稚魚飼育管理費 2,437千円
・育種飼料代 780千円
・共通経費 2,700千円
・養殖事業者指導 400千円

KPI

①釜石市魚市場水揚げ高（当該年度目標値11.5億
円）
②養殖水揚げ量（当該年度目標値175トン）
③商標使用申請件数（当該年度目標値５件）
④サクラマスフェア販売食数（当該年度目標値500食）

関連
URL

https://www.city.kamaishi.iwate.
jp/top.html

新規



申請者 岩手県釜石市 初回採択回 令和３年度第１回募集

事業計画期間 R３～R７年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR6年度事業費）

168,051千円（32,353千円）

事業タイプ・類型 地方創生推進タイプ・横展開型 事業分野（詳細）
移住促進・地方創生人材の確保・育成
等の人材分野

目的（効果）

雇用と定住の総合支援拠点として設置する「しごと・くらしサポートセンター」を拠点に
・生産年齢人口の流出を抑止し、地元定着率を向上させるとともに、域外からの流入人口の増加を目指す
・豊富な経験を有する人材が、個性と能力を活かし、ワークライフバランスの整った自分らしい働き方・くらし方ができ
るまちを実現する

事業概要・
主な経費

〇移住希望者、求職者及び地域事業者等を対象とした各種相談
対応及び個別支援並びにセミナー、イベント等の開催
・相談支援・イベント等業務（委託料）20,050千円
・東京サテライト賃借料（負担金）600千円
〇雇用・定住総合サポート事業運営協議会の設置・運営
・協議会開催経費（報償費、消耗品費、通信運搬費）120千
円
〇市内商業施設内に、雇用就業・移住定住のワンストップ窓口、
関係機関連携及び情報発信を担う総合支援拠点「しごと・くらしサ
ポートセンター」を設置・運営
・施設賃借料・光熱費等（賃借料）10,588千円
・施設維持管理経費（消耗品、使用料、保険料）679千円
〇移住検討者を対象に、当市への移住の具体的な検討を促すた
めのお試し移住事業の実施
・お試し移住住宅運営経費（消耗品、光熱水費、通信運搬
費）316千円

KPI
①当市への移住定住者数（当該年度目標値20件）
②当市での就業者数（当該年度目標値100人）
③当事業利用者数（当該年度目標値500件）

関連
URL

・釜石市 (city.kamaishi.iwate.jp)

・しごと・くらしサポートセンター（就労・
UIターン・空き家利活用相談） | 釜石市
(city.kamaishi.iwate.jp)

継続事業概要【釜石市雇用・定住総合サポート事業】

https://www.city.kamaishi.iwate.jp/top.html
https://www.city.kamaishi.iwate.jp/docs/2021010600064/


事業概要【健康寿命日本一へ向けた かまいし はじめの一歩プロジェクト】

申請者 岩手県釜石市 初回採択回 令和4年度第１回募集

事業計画期間 R4～R6年度 期間中の総事業費
（カッコ内はR6年度事業費）

22,622千円（6,237千円）

事業タイプ・類型 地方創生推進タイプ・横展開型 事業分野（詳細） 働き方改革

目的（効果）

・健康寿命の延伸・働き世代の健康意識改革やワークライフバランスの確立へ向けて、生活習慣の改善を図る。
・企業・事業所の健康づくりを推進するため、働き世代の生活習慣改善へ向けた職域へのアプローチを図る。
・働き世代の行動変容を促すため市内スポーツクラブ及び市内スポーツトレーナーと連携し運動習慣の定着を図る。
・健康づくりに取り組む働き世代の増加や高齢者のICT普及を目指し、オンライン版健康ポイントの創設・普及を図
る。

事業概要・
主な経費

○企業・事業所（働く社員）をターゲットとして市の保健師や管
理栄養士、その他講師の派遣による健康講座を開催し、健康づ
くりの取組を支援する
・健康講座講師報償費 50千円
・取組調査経費 126千円
○個人をターゲットとして市内スポーツクラブ及び市内スポーツト
レーナーとタイアップし、運動習慣づくりを行い生活習慣状況の追
跡調査と、調査結果の周知を行う
・運動指導及びフォローアップ調査経費
市内スポーツクラブ等事業者 6,061千円

KPI

①事業を通じて健康づくり(メディカルフィットネスまたは健康チャレンジポイ
ント）に取り組んだ30歳-59歳の人数（当該年度目標値250人）
②事業を通じたメディカルフィットネスにおける体組成または健診検査項目
の改善者数（当該年度目標値55人）
③健康チャレンジポイント満点者のオンライン利用者数（当該年度目標
値100人）
④事業に参加した企業・事業所の数（当該年度目標値25社）

関連
URL

令和５年度 運動習慣定着支援事業を
実施しています！ | 釜石市
(city.kamaishi.iwate.jp)

令和5年度 かまいし健康チャレンジポ
イント | 釜石市 (city.kamaishi.iwate.jp)

継続

https://www.city.kamaishi.iwate.jp/docs/2023071100026/
https://www.city.kamaishi.iwate.jp/docs/2022051900038/


説明は以上です ご清聴ありがとうございました


